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【短 報】

経尿道的内視鏡手術の周術期抗菌薬予防投与の現状

石川 清仁１，２）・丸山 高広１）・佐々木ひと美１）・日下 守１）

白木 良一１）・星長 清隆１）・松本 哲朗２）

1）藤田保健衛生大学腎泌尿器外科＊

2）日本泌尿器科学会術後感染予防ガイドライン作成委員会

（平成 23年 2月 16日受付・平成 23年 7月 20日受理）

泌尿器科領域における経尿道的内視鏡手術時の抗菌薬予防投与は，術後の有熱性尿路感染症や尿路原
性敗血症の発症頻度を有意に低下させ，重要と考えられている。日本泌尿器科学会では独自の術後感染
予防ガイドライン作成を目的にワーキンググループを構成し，2006年に「泌尿器科領域における周術期
感染予防ガイドライン」を発表した。発表後 5年目を迎え，その妥当性を検討するため，経尿道的内視
鏡手術の周術期に投与されている抗菌薬とガイドライン推奨薬との一致率や術後感染症発生頻度につき
アンケート調査を行った。
前立腺切除術については，泌尿器科専門の 100施設にアンケートを送付し，75施設から回答を得た。

ガイドラインとの一致率は 79.6％であった。ガイドラインに沿った投与法を行っている施設のうち
92.3％の施設では，術後感染症発生頻度が 5％以下であった。膀胱腫瘍切除術では 114施設にアンケート
を送付し，89施設から回答を得た。ガイドラインとの一致率は 77.6％で，ガイドラインに沿った投与法
を行っている施設のうち 95.4％の施設では，術後感染症発生頻度が 5％以下であった。
1995年のアンケート調査結果では，7日間以上抗菌薬を投与しても約 5％の頻度で術後有熱性感染症

が発症していた。その結果から，周術期抗菌薬予防投与により術後感染症の発生率を 5％以下に下げる
ことができれば，妥当な投与法と考えてもよいと思われる。今回のアンケート結果からガイドラインが
推奨する経尿道的内視鏡手術時の周術期抗菌薬投与法の妥当性が示唆された。

Key words: urological surgery，transurethral resection，perioperative infection，antimicrobial
prophylaxis

泌尿器科領域において経尿道的操作を伴う内視鏡手術
の周術期に予防投与される抗菌薬の有用性については多
くの臨床研究やメタアナリシスにより評価がなされてお
り，一定の見解も得られている１～４）。術後感染症の発生頻
度を低下させる目的で，欧州や米国泌尿器科学会では泌
尿器科手術に関する周術期感染予防ガイドライン２，５～７）を
公開している。日本泌尿器科学会でも 2003年より日本の
現状にあった独自のエビデンスに基づいた術後感染防止
ガイドライン作成を目的にワーキンググループを立ち上
げ，各疾患・術式に対する周術期抗菌薬使用法の検討を
行い，2006年の日本泌尿器科学会誌に「泌尿器科領域に
おける周術期感染予防ガイドライン」として発表した８）。
発表から 5年が経過した現在の課題として，本ガイド

ラインの妥当性に関する検証が必要と思われた。そこで
泌尿器科専門医が在籍する医療施設を対象に，経尿道的
手術（Transurethral resection：TUR）の周術期抗菌薬の
予防投与法に関するアンケート調査を行った。

東海地方を中心に日本泌尿器科学会専門医が在籍する
100施設（TUR-P）�114施設（TUR-Bt）を対象にアンケー
ト用紙を送付した。アンケート用紙は本文末尾に記載し
た。その内容は①経尿道的手術が行われているか，②
2009年度に行われた経尿道的手術の件数，③周術期感染
予防目的で投与されている抗菌薬の種類と投与期間，④
術後感染症の発生頻度の 4項目である。
「術後感染症」の定義をアンケート中には明示していな
いが，依頼文には泌尿器科領域における周術期感染予防
ガイドラインのコピーを同封し，ガイドラインの記載に
沿って「術後に発生した有熱性尿路性器感染症（急性腎
盂腎炎，急性精巣上体炎，急性前立腺炎）および菌血症」
と理解いただいた。
本検討で術後感染症発生頻度は 10％以下と予想した

ため，②年間手術件数については，11症例以上と回答さ
れた施設のみを検討対象とした。③抗菌薬の種類は具体
的な商品名や一般名ではなく，系統名とした。また，④
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Table　1.　All results of the questionnaire

Medicines administrated for antimicrobial prophylaxis in transurethral resection

CEP iv PC iv AG iv Combination po only Total

TUR-P 35 4 1  7 2 49

TUR-Bt 59 6 2 15 3 85

Duration of injected antibiotics

1 day 2 days 3 days 4 days Total

TUR-P 10 12 17 1 40

TUR-Bt 26 26 14 1 67

Rate of perioperative urinary tract infections against antimicrobial prophylaxis for 

transurethral resection according to the Japanese guidelines

0% 1―5% 6―10% 11%― Total

TUR-P  6 30 2 1 39

TUR-Bt 10 53 3 0 66

TUP-P: Transurethral resection of the prostate, TUR-Bt: Transurethral resection of bladder tumor, 

CEP iv: injected cephalosporins, PC iv: injected penicillins, AG iv: injected aminoglycosides, Com-

bination: combination of injected and oral antibiotics, po: oral antibiotics

術後尿路感染症の頻度は，施設の手術件数にばらつきが
存在するため，年間の発生件数ではなく，発生率を「0％」，
「1～5％」，「6～10％」，「11％以上」の 4つの選択肢に分
けた。
「周術期感染予防ガイドライン８）」が推奨する抗菌薬投
与法は次のとおりである。TUR-Pと TUR-Btでは，手術
手技，手術器具や術中灌流液など共通点が多いため，周
術期の抗菌薬投与法に大きな違いがあるとは考えにく
く，ガイドラインでは同一として取り扱うことが可能で
ある。術前に尿路感染症が存在している症例には，適切
な抗菌薬投与で細菌尿陰性化をはかったうえで手術を行
う。使用抗菌薬とその投与期間に関しては，第 1，第 2
セファロスポリン系薬（1st or 2nd CEP），または広域ペニ
シリン系薬（PC）を TUR施行開始直前（目安としては
30分前）から，単回または術後 72時間を越えない範囲で
投与する。アレルギーなどで β ラクタム系薬が使用でき
ない症例には，アミノグリコシド系薬（AG）を同様の投
与方法で使用する。
結果を Table 1に示す。TUR-Pについては，100施設中

75施設より回答を得た（回答率＝75.0％）。検討対象と
なった 49施設の内訳は，6大学病院，43市中病院で，開
業医院はなかった。抗菌薬の投与方法は，注射剤単独が
40施設（81.6％），経口剤単独が 2施設（4.1％），注射剤
と経口剤の併用が 7施設（14.3％）であった。注射剤単独
群のうち，35施設（87.5％）が CEPを選択しており，投
与期間は 39施設（97.5％）が 3日間以内であった。ガイ
ドラインに沿った投与法は，注射剤単独群で CEP・3日
以内が 34施設，PC・3日以内が 4施設，AG・1日が 1
施設で，一致率は 39�49＝79.6％であった。その 39施設
の術後感染症発生頻度は，36施設（92.3％）で 5％以下で
あった。ガイドライン以外の投与法としては，CEP・4
日間が 1施設，経口ニューキノロン系薬（NQ）・3日間が

2施設，CEP・1～2日間後経口新セフェム系薬（new
CEP po）・3～4日間が 2施設，CEP・1～2日間後 NQ・
3～4日間が 3施設，それ以外が 2施設であった。
TUR-Btについては，114施設中 89施設より回答を得

た（回答率＝78.1％）。検討対象となった 85施設の内訳
は，16大学病院，68市中病院で，1開業医院であった。
抗菌薬の投与方法は，注射剤単独が 67施設（78.8％），

経口剤単独が 3施設（3.5％），注射剤と経口剤の併用が 15
施設（17.7％）であった。注射剤単独群のうち，59施設
（88.1％）が CEPを選択しており，投与期間は 66施設
（98.5％）が 3日間以内であった。ガイドラインに沿った
投与法は，注射剤単独群で CEP・3日以内が 58施設，
PC・3日以内が 6施設，AG・3日以内が 2施設で，一致
率は 66�85＝77.6％であった。その 66施設の術後感染症
発生頻度は，63施設（95.4％）で 5％以下であった。ガイ
ドライン以外の投与法としては，CEP・4日間が 1施設，
new CEP po・2日間が 1施設，NQ・3～4日間が 2施設，
CEP・1～2日 間 後 new CEP po・4日 間 が 4施 設，
CEP・1～2日間後 NQ・3～4日間が 8施設，PC・1日後
new CEP po・3日間が 1施設，それ以外が 2施設であっ
た。
ガイドラインと一致しない投与法は，経口剤単独群か

注射剤に経口剤を追加投与する併用群で，注射剤単独群
に限れば，TUR-Pと TUR-Btで 1施設のみガイドライン
より長期に抗菌薬が投与されていた。
経尿道的手術とは腰椎麻酔，もしくは硬膜外麻酔のう

え砕石位（開脚した仰臥位）とし，内視鏡（切除鏡）を
外尿道口より挿入し，尿路の閉塞原因となる前立腺や膀
胱内に存在する腫瘍を内視鏡先端の電気メスで切除し，
摘出する術式である。術中は視野を確保するため，D―ソ
ルビトール等張灌流液を用いる。手術時間は 15分から 1
時間程度で，合併症には，①穿孔：前立腺被膜や膀胱壁
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付録.　経尿道的手術に対する術後抗菌薬予防投与に関するアンケート用紙

ご施設名：
ご回答者名：
＊本アンケート調査のご回答に関しては，2009年 1月～ 12月の 1年間を対象期間としてください。
＊ご回答に空欄に○，もしくは文字をご記入ください。
①当院では前立腺肥大症に対し，TUR-Pをおこなっている：YES・NO

当院では膀胱腫瘍に対し，TUR-Btをおこなっている：YES・NO

②当院でおこなっている経尿道的手術は下記の術式で 2009年の件数は以下の通りである。
手術名 1～ 5件/年 6～ 10件/年 11～ 20件/年 21～ 50件/年 50件以上

TUR-P（前立腺切除術）
TUR-Bt（膀胱腫瘍切除術）
③術後の抗菌薬の使用方法と④術後尿路感染症の発症頻度について

TUR-P 術当日のみ 2日間 3日間 4日以上
第 1・2世代セファロスポリン系
広域ペニシリン系
アミノグリコシド系
その他の注射用抗菌薬
経口セフェム系薬
経口ペニシリン系薬
経口ニューキノロン系薬
その他の経口用抗菌薬
コメント：

0% 1―5% 6―10% 11%以上
術後尿路感染症の発症頻度
＊TUR-Btについても同様の形式で記載。
以上で終了です。ご協力たいへんありがとうございました。

藤田保健衛生大学　腎泌尿器外科　石川　清仁　拝

に穿孔が生ずる，②水中毒：手術時間の延長に伴い切除
断面から灌流液が体内に吸収されて肺水腫・心不全状態
に陥る，③術後出血，④低ナトリウム血症などがある。
術後は 2～3日間，尿道カテーテルが留置となり，血尿の
程度に従い術後に生理食塩水による持続膀胱内洗浄を行
う場合がある。本術式は一般外科領域の手術創分類では，
準清潔手術（Claen-contaminated）に相当し，TUR後の
尿路感染症の発生率は 10～40％と報告されている１）。
泌尿器科領域における内視鏡手術は切除面からの灌流

液吸収や小穿孔を起こすこともまれではなく，尿路とい
う完全な閉鎖腔内の手術操作とは言いがたい。また，外
尿道口周囲から前部尿道にかけては少数ではあるが常在
菌が存在することから，術前に尿路感染症が存在しなく
ても厳密には清潔手術というカテゴリーに入らない。そ
のため，経尿道的手術では常在菌あるいは機械的操作に
より尿路に侵入した汚染菌が尿路に定着・感染を起こ
し，さらにその少数菌が損傷を受けた粘膜から血流に入
り込み，尿路原性敗血症にいたるリスクが存在する。こ
れを回避するには，機械的操作を開始する直前から抗菌
薬を投与して，血液中および尿中の抗菌薬有効濃度を維
持することが必要となる。
最近の文献によると，予防投与後の尿路感染症発生率

は 6％程度で，この数字は尿道カテーテルの留置期間や

入院期間に影響されず，さらに症状も軽症であることが
多いという３）。また，TUR-P後の細菌尿陽性率は予防投与
により 26％から 9％に，尿路原性敗血症は 4.4％から
0.7％に減少し，その減少率は単回投与よりも複数回投与
のほうが高かったという報告もある４）。しかしながら，抗
菌薬の予防投与の妥当性を検討するうえで，術後尿路感
染症の発生率をどのレベルまで下げることが必要かは議
論の残るところである。
1995年に津川らは TUR-Pの抗菌薬予防投与法と感染

症発生頻度に関するアンケート調査を行った９）。1990年
代の標準的な抗菌薬予防投与法は，90％以上の施設で
PC，あるいは 1st or 2nd CEPが TUR-P終了後から投与が
開始され，投与期間は 3～7日間であった。その後，NQ
が 1～4週間追加処方されていた。当時の術後有熱性尿路
感染症発生率は，術前尿路感染症なし群で 4.7％，尿路感
染症あり群で 7.9％であった。さらに，現在のガイドライ
ンに沿った抗菌薬投与法（3日以内）で感染予防を行った
場合，術前感染症なしの患者を対象とした前向き研究の
結果では，術後有熱性尿路感染症発生率は，1日投与群で
12.0％，3日間投与群で 5.2％であった。
TUR後の膿尿は切除部尿路上皮の修復過程に伴うも

のであり，必ずしも尿路感染症の存在を意味しない１０）。ま
た，TUR-P後に尿道バルーンカテーテルが留置されてい
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る症例における発熱を伴わない細菌尿も必ずしも病的意
義のあるものではない。以上より，尿路原性敗血症，お
よび腎盂腎炎，精巣上体炎，前立腺炎などを含む有熱性
感染症の発症の有無をエンドポイントと考えるならば，
1990年代のように長期間にわたり抗菌薬を投与しても
5％程度の頻度で術後感染症は発症する。その結果から，
周術期抗菌薬予防投与により術後感染症の発生率を 5％
以下にすることができれば，妥当な投与法と考えてもよ
いと思われる。今回のアンケート結果から TUR-Pにつ
いては，ガイドラインとの一致率は 79.6％であり，ガイ
ドラインに沿った短期間投与法を行っている施設の術後
感染症発生頻度は，92.3％の施設で 5％以下であり，ガイ
ドラインに沿った投薬法でも術後感染症は十分予防でき
るレベルにあることが判明した。また，TUR-Btについて
も，ガイドラインとの一致率は 77.6％で，ガイドライン
に沿った短期間使用法をしている施設の術後感染症発生
率は，95.4％の施設で 5％以下と良好な結果であったが，
TUR-Btのみを対象にした十分なメタアナリシスによる
評価はなされていないとする報告がある４）。TUR-Btに関
してはさらなるエビデンスづくりが必要になると思われ
る。
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The state of antimicrobial prophylaxis for transurethral resection
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In the urological operative field, antimicrobial prophylaxis seems to be important when performing a
transurethral resection in order to prevent perioperative febrile urinary tract infection and urosepsis. In or-
der to draw up the original Japanese guidelines for antimicrobial prophylaxis, the Japanese Urological Asso-
ciation(JUA) established the working group and accomplished the drawing up of the new guidelines, which
were published in the Journal of Japanese Urology in 2006. Then 5 years later, in order to examine the valid-
ity of our Japanese guidelines, we sent out questionnaires to urological surgeons which asked about the rates
of agreement between the antibiotics they were administering and the guidelines-recommended antibiotics,
and also regarding the incidence of perioperative infections.
For transurethral resection of the prostate(TUR-P), the questionnaires were sent out to 100 members of

the JUA and there were 75 respondents (response rate of 75％). The rate of agreement with the Japanese
guideline was 79.6％, and the rate of perioperative infections in 92.3％ of the respondents’ institutes was less
than 5％. For transurethral resection of bladder tumors(TUR-Bt), the questionnaires were sent out to 114
members of the JUA and there were 89 respondents (response rate of 78.1％). The rate of agreement with the
Japanese guideline was 77.6％, and the rate of perioperative infections in 95.4％ of the respondents’ institutes
was less than 5％.
The results of the same questionnaire survey, which were examined in 1995, demonstrated that we could

not prevent the occurrence of about 5％ perioperative infections against more than 7 days’ antimicrobial pro-
phylaxis. In accordance with previous data, we can accept appropriate antimicrobial prophylaxis, if the pro-
phylaxis suppresses the occurrence of perioperative infections to less than 5％. This study has shown that
the antimicrobial prophylaxis for transurethral resection suggested by the Japanese guidelines was appro-
priate.


